






























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































(68) 大西 隆『逆都市化時代 人口減少期のまちづくり』（学芸出版社、2004年）206頁以
下
(69) 青山良隆「LRT導入の課題と展望」『IATSS Review国際交通安全学会誌』第34巻第
号（2009年）頁、三好規正「道路行政の意思決定・執行方法における道路法の課
題」『IATSS Review国際交通安全学会誌』第35巻第号（2010年）41頁
点は、旧運輸省と旧建設省間の縦割行政のドグマに陥ることなく、沿道のまち
づくりや土地利用政策などを含めた総合的な都市政策として位置付けられなけ
ればならない。
むすびに代えて
これからの少子高齢化と都市縮退の時代は反面、農林業の衰退と地域共同体
の崩壊に伴い喪失してきた農山村から都市に至る自然の生態系ネットワークを
回復し、現在及び将来にわたり自然生態系と共生する持続的な社会
(70)
を再形成す
る好機でもある。
このためには、前述のように上流域の森林、農地から下流域の都市、海岸に
至る河川を軸とした流域圏を統合的な視点で管理しうるような法制度の確立に
向け、その動態的発展を図ることが求められる。流域は水を媒介として自然の
もたらす災害についても、恵沢についても相互に影響し合う運命共同体であ
り、流域圏の土地の自然特性を踏まえて現行の縦割法制を基礎自治体ないしそ
の広域連合のレベルで「統合」することが不可欠だからである。これには条例
への大幅な授権が必要であり、このような分権的法制度改革は、住民の理解と
参加なくしては不可能である。そもそも地域のことは住民と自治体が責任をも
って決定しうるような地域の自己決定力こそがまちづくりの根幹であり、土地
法制における住民自治と団体自治の理念の貫徹が不可欠であることを改めて強
調しておきたい。
山梨学院ロー・ジャーナル
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(70) 持続可能性（sustainability）は、1992年の地球サミット開催を契機に提唱された理念
で、生態系と社会経済システムが不可分に結びついて将来世代にわたり持続可能（sus-
tainable）であることを意味する。
